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冷戦初期米英世界戦略の形成
：NSC-68 と GSP-1950 に関する比較研究
鈴木　健人
Anglo-American Global Strategy in the early Cold War: A Study on 
the NSC-68 and GSP-1950.
by Taketo Suzuki
　冷戦初期の米英関係は「特別な関係」と言われたが，冷戦の画期とされる 1950 年に両国とも世界戦略の見直しを行なっ
ていた。米国の国家安全保障会議文書第 68 号（NSC-68）は既に良く知られているが，英国の「防衛政策と世界戦略」（The 
1950 Global Strategy Paper: GSP-1950）は文書公開の遅れから，これまであまり知られていなかった。英国は 1947
年に世界戦略文書を策定し，また 1952 年にも同様の文書を策定することになる。この文脈でみると GSP-1950 は過渡
的な文書であるが，英国が「第三勢力」になろうとする構想を放棄し，米英同盟を中心にした大西洋同盟に傾斜したこ
とを示すものであり重要な文書である。1950 年に米英が期せずして世界戦略文書を策定していたのであり，このこと
の歴史的意義は大きい。一方米国は NSC-68 まで単一の文書の中で世界戦略を策定したことがほとんどなく，NSC-68
も自国の軍事力強化の必要性を訴えたにすぎなかった。これに対して GSP-1950 は英国の相対的な弱体化を反映して西
側戦略全体を考察したうえで，英国と英連邦が取るべき戦略を立案していた。
  Anglo-American relations in the early period of the Cold War were called “The Special Relationship.” Both 
countries, coincidently, planned new Global Strategy in 1950. Britain's “The 1950 Global Strategy Paper: GSP-
1950” was not declassified before 1988, so that researchers could not use it in their study of the Cold War, while 
American NSC-68 was well known among the Cold War scholars. GSP-1950 was important because that showed 
that British government gave up its “the Third Power” concept in the strategic planning in the Cold War. As a 
strategic paper, GSP-1950 was more sophisticated than NSC-68, the British government must take its declining 
power in the world into consideration in the process of making a new strategy against the Soviet Union.  
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序論
　冷戦期の米英関係は「特別な関係」であったと
言われる。第二次世界大戦の時に形成された米英
同盟が紆余曲折を経ながらも維持されていたから
である 1。一方，冷戦史研究において 1950 年は
一つの画期と見なされている。アメリカ合衆国の
序論
Ⅰ．1950 年以前の米英世界戦略
Ⅱ．イギリス世界戦略の成立
Ⅲ．米英世界戦略の比較分析
結論
１　ジョン・ベイリス『同盟の力学：英国と米国の防衛協力関係』( 佐藤行雄他訳 )（東洋経済新報社，1988 年）(John Baylis, 
Anglo-American Defence Relations, 1939-1984,(2nd ed. ) London, Macmillan, 1984.
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戦初期の大国間同盟としての米英関係に注目し，
冷戦における重大問題であった核兵器の存在およ
び核戦略に関する問題を検証するためである。無
論これには通常戦力のあり方も含めた軍事戦略全
般も視野に入れている。第二に，英国から米国へ
の覇権の移行という長期的展開を念頭に置きつつ，
帝国的秩序の変容について考察するためである。
「公式帝国」から「非公式帝国」への移行にはど
のような歴史的意義があるかを見定め，国際秩序
のあり方に関する視野を拡大したい。最後に，脱
植民地化と冷戦戦略との関係性を解明することで
ある。冷戦期における地域紛争は第三世界で多く
発生した。これは脱植民地化を果たした第三世界
諸国が，どのようにして新国家建設を推進したか
という問題と関係している。脱植民地化とその後
の国家建設の過程に，米英ソがどのように介入し
て自らの戦略的利益を確保または増進しようとし
たか，またそれによってどのような紛争が生じた
かを解明する必要がある。このような諸問題を総
合的に解明するために，米英の世界戦略の立案と
展開は極めて重要な手掛かりを与えてくれるもの
である。
　なお歴史的研究において史料の公開は不可欠で
あるが，本稿が対象とする GSP-1950 も例外では
ない。ここで史料の公開について若干説明が必
要であろう。従来研究者の関心を集めていたの
は，GSP-1950 ではなく，その 2 年後の 1952 年
に英国政府内で策定された「世界戦略政策 1952
年（Defence Policy and Global Strategy, 17th 
June, 1952, D.(52)26, 以下 GSP-1952 と略）」で
あった。GSP-1952 に関しては英国核政策の公刊
正史である M．ゴウィングの『独立と抑止：イ
ギリスと原子エネルギー，1945-1952 年』で言
及があり 2，比較的早くからその存在が知られて
水爆開発決定や朝鮮戦争の勃発によって冷戦の軍
事化が一挙に加速したからであり，その背景に米
国政府内での世界戦略の再検討があったことは良
く知られている。「国家安全保障会議文書第 68 号
( National Security Council Document No. 68: 
NSC-68 )」がそれである。またわが国学界ではあ
まり注目されていないが，イギリスも参謀本部が
立案した「防衛政策と世界戦略 ( Defence Policy 
and Global Strategy )( DO(50)45 )」( 以後本稿で
は GSP-1950 と略す。理由については本文を参照
のこと ) が閣議で承認されていた。西側世界の中
で「特別な関係」として中心的な役割を果たして
いた米英が，時期を同じくして世界戦略の再検討
を行い，それが新政策として承認されたことには
冷戦史上どのような意義があるのであろうか？そ
れを解明するのが本稿の目的である。
　冷戦は主に米国とソヴィエト社会主義共和国連
邦との対立関係として把握されることが多い。だ
が少なくとも 1968 年に英国が「スエズ以東から
の撤退」を決めるまで，同国は勢力が衰えていた
とはいえ米ソに次ぐ世界的な大国であり，かつて
ほどではないにせよ一定の影響力を保持していた。
したがって冷戦初期に関する限り，東西対立は米
英とソ連との対立として把握することが妥当で
あろう。このような認識を前提にして 1950 年に
策定された米英の世界戦略文書を比較しながら分
析し，米英の戦略の共通点と相違点を解明してい
きたい。なお米国側の戦略に関してはこれまで多
くの研究があり，筆者も研究したことがあるので，
これまでわが国ではあまり研究されていない英国
側の文書にやや比重をおきながら分析を進めてい
く。
　本稿が米英の世界戦略に注目するのは次のよう
な三つの問題意識があるからである。第一に，冷
２　Margaret Gowing, Independence and Deterrence: Britain and Atomic Energy, 1945-1952, Volume I, Policy Making (London, 
Macmillan, 1974) pp. 440-442.
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る。1950 年の，しかも朝鮮戦争勃発直前に，米
英はどのような世界戦略を策定しようとしていた
のであろうか。
　アメリカ側の NSC-68 は早くから公開され，公
開された史料を活用した多くの先行研究がある 7。
これに対してイギリス側の GSP-1950 に関しては，
必然的に史料が公開された後の研究業績を主な拠
り所としなければならない。その意味では J．ベ
イリスの二つの研究，すなわち『曖昧性と抑止：
英国核戦略 1945-1964』と，『実用主義の外交：
北大西洋条約の成立 1942-1949』を中心とせざる
を得ない 8。無論 1950 年前後を対象とした英国外
交史研究には多くのすぐれた研究があるので，一
次史料活用の度合いに注意しつつ利用する。また
わが国でも近年，第二次世界大戦後の英国外交に
関する優れた研究が発表されるようになっている。
細谷雄一『戦後世界秩序とイギリス外交』は，必
ずしも米英同盟のみに焦点を当てた研究ではない
が，冷戦初期の英国外交史研究を代表する水準を
示している 9。今後は一国史的な視点からだけで
はなく，複合的な視点から米英関係を分析する必
いたが，当該史料の公開は 30 年経っても進んで
いなかった。1992 年に英国の研究者が政府担当
者に開示請求の書簡を送り，その結果ようやく
当該研究者に文書の写しと関係史料が開示され，
その後 2003 年になって一般に公開されたのであ
る 3。また 1947 年に策定された「総合的戦略計画
（Overall Strategic Plan）」（DO（47）44）（以下
OSP-1947）の原文はジュリアン・ルイス『方向
転換：戦後戦略的防衛のための英国軍事計画 1942-
47 年』の付録として 1988 年に公開された 4。さら
に GSP-1950 については，1991 年に『英国外交
文書集』が公刊されて初めて研究者が活用でき
るようになったのである 5。GSP-1950 は，OSP-
1947 と GSP-1952 に挟まれた過渡的な政策文書
として把握することが可能であろうが，そのため
か研究上の注目度は決して高いとは言えない 6。だ
が米英同盟関係の視角からすれば，アメリカ側の
NSC-68 とほとんど同時期にイギリス側も戦略の
再検討を行ない GSP-1950 を策定したことは，米
英の冷戦戦略，なかんずく世界戦略を検証するう
えで無視できない重要性を持っていると考えられ
３　Alan Macmillan and John Baylis, “A Reassessment of the British Global Strategy Paper of 1952,” Nuclear History 
Program, Occasional Paper 8, (Center for International and Security Studies at Maryland, School of Public Affairs, 
University of Maryland, 1994)( 以下 Macmillan & Baylis, “A Reassessment” と略 ), pp. 1-2. なお 1994 年に公刊されたこ
の報告書には GSP-1952 の全文が掲載されている。
４　Macmillan & Baylis, “A Reassessment” p. 15, note 6; Julian Lewis, Changing Direction: British Military Planning for Post-war 
Strategic Defence, 1942-47(2nd ed.)(Frank Cass, 2003), Appendix 7(pp. 370-387).
５　Macmillan & Baylis, “A Reassessment” p. 15, note 6; H.J. Yasamee and K.A. Hamilton(eds.), Documents on British Policy 
Overseas( 以下 DBPO と略 ), Series II, Volume IV, Korea: June 1950-April 1951 (London, HMSO, 1991), pp. 411-431. 
６　例えば細谷雄一「第三章　冷戦時代のイギリス帝国」，『世界戦争の時代とイギリス帝国』佐々木雄太編著（ミネルヴァ書房，
2006 年）( 以下，細谷「冷戦時代」と略 ) 所収，106 ページでは OSP-1947 が GSP-1952 作成の期間まで英国防衛政策の基軸
になっていたとしている。
７　NSC-68 は 1975 年 2 月に秘密指定解除となり公開された。(Curt Cardwell, NSC 68 and the Political Economy of the Early Cold 
War (Cambridge U.P., Cambridge, 2011) p. 8). この時期の冷戦史と NSC-68 に関連する主な研究として以下のものがある。
Arnold A. Offner, Another Such Victory: President Truman and the Cold War, 1945-1953 (Stanford U. P., Stanford, 2002); Melvyn 
P. Leffler, A Preponderance of Power: National Security, the Truman Administration, and the Cold War (Stanford U. P., Stanford, 
1992)(hereafter, Leffler, Preponderance) ; S. Nelson Drew ( ed. ), NSC-68: Forging the Strategy of Containment (National Defense 
U. P., U. S. GPO, 1994); Michael Hogan, A Cross of Iron: Harry S. Truman and the Origins of the National Security State, 1945-1954 
(Cambridge U. P., Cambridge, 1998); John Lewis Gaddis, Strategies of Containment: A Critical Appraisal of American National 
Security Policy during the Cold War (rev. & exp., ed.)( Oxford U.P., Oxford, 2005)(hereafter, Gaddis, Strategies); 拙著『「封じ込め」
構想と米国世界戦略――ジョージ・Ｆ・ケナンの思想と行動，1929 ～ 1952 年』（渓水社，2002）( 以下，鈴木『「封じ込め」構想』
と略 ) 第 9 章。
８　John Baylis, Ambiguity and Deterrence: British Nuclear Strategy, 1945-1964 (Clarendon Press, Oxford, 1995),( 以下 Baylis,
　Ambiguity and Deterrence と略 ) ; Idem , The Diplomacy of Pragmatism: Britain and the Formation of NATO, 1942-1949 ( Macmillan,
　London, 1993), ( 以下 Baylis, Diplomacy of Pragmatism と略 )。
９　細谷雄一『戦後世界秩序とイギリス外交：戦後ヨーロッパの形成 1945 年～ 1951 年』（創文社，2001 年）( 以下，細谷『イ
ギリス外交』と略 )。
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統合参謀本部は，1946 年から対ソ戦争の勃発に
備えて世界大の戦争計画の立案に着手していた
し 13，国務省の政策企画室 (the Policy Planning 
Staff: PPS) は国家安全保障会議と同様 1947 年
に設置されたが，ジョージ・Ｆ・ケナン (George 
F. Kennan) の指揮監督の下，マーシャル・プラ
ンや日本の政治経済復興など重要な政策の立案
過程で大きな影響力を持っていた 14。ちなみに
政策企画室が 1948 年 2 月に策定した「情勢の再
検討：米国対外政策 (Review of Current Trend: 
US Foreign Policy)」（PPS-23）は，私見であるが，
この時期におけるアメリカの外交戦略を最も包括
的にまとめた文書であり，まさに世界戦略を検討
した文書であったと思われる。だがこの種の政策
文書はむしろ例外的な存在であり，ケナンの個人
的な力量に依存して策定されていた色彩が強い 15。
しかし政策企画室が，一つの文書の中でアメリカ
の採用すべき世界戦略を包括的に分析したという
実績はとにかく残っている。これに対して，本来
国務省や同省の内部組織である政策企画室よりも
高次の政策立案機関であるべき国家安全保障会議
が，PPS-23 のような包括的な国家戦略を一つの
政策文書の中で立案したことが無いという事実は，
否定しようが無いのである。
　これに対してイギリスは「冷戦」の初期段階か
ら包括的な国家戦略，すなわち世界戦略を，一つ
のまとまった政策文書として策定していたことに
注目しなければならない。
要があると思われ，またこのことは冷戦史研究全
体についても言えることであろう。
Ⅰ　1950 年以前の米英世界戦略
　アメリカの国家安全保障会議は 1950 年 4 月に
NSC-68 を策定するまで，包括的な国家戦略をま
とまった一つの政策文書として検討したことが無
かった。例えば NSC- ９シリーズは対西ヨーロッ
パ政策，NSC-13 シリーズは対日本政策，NSC-
48 シリーズは対東南アジア政策と言った形で，
地域別または国別に問題が分析され政策が立案さ
れていた 10。NSC-20 シリーズでは平時と戦時に
おける対ソ連政策目的が立案されたが，アメリカ
がその目的を達成するために，西欧，中東，アジ
アでどのような政策を展開し，それらの間の優先
順位をどうするかといった問題は検討されていな
かったのである 11。アメリカ政府内にそのような
発想が全く無かったとは考えられないが，国家安
全保障会議の政策文書から判断する限り，明確で
包括的な世界戦略が形成されていたとは言い難い
と言わなければならない。これには国家安全保障
会議それ自体が 1947 年に設置されたばかりであ
り，1950 年までの期間にはまだ本来期待されて
いたような機能を発揮していなかったという面
もあることには一応留意しなければならないで
あろう 12。これに対して第二次大戦を契機として
設置され，戦後もその機能を果たし続けていた
10　RG273, Records of the National Security Council, National Archives, College Park, Maryland( 以下 NAUS と略 ).
11　NSC-20/4, RG273, Records of the National Security Council, NAUS.
12　Thomas H. Etzold and John Lewis Gaddis (ed.), Containment: Documents on American Policy and Strategy, 1945-1950 (Columbia 
U. P., New York, 1978), pp. 22-23. 
13　Steven Ross, America’s War Plans, 1945-1950 (Frank Cass, 1996), Chapter II; David Kaiser, “US Objectives and Plans for 
War with the Soviet Union, 1946-54,” in The Fog of Peace and War Planning: Military and Strategic Planning under Uncertainty, ed., 
by Talbot C. Imlay and Monica Duffy Toft (Routledge, London, 2006), p. 207.
14　この点については，鈴木『「封じ込め」構想』; 五十嵐武士『対日講和と冷戦：戦後日米関係の形成』（東京大学出版会，1986 年）; 
細谷千博『サンフランシスコ講和への道』( 中央公論社，1984 年 ) などを参照せよ。
15　PPS の文書はケナンが自分で書いたといわれている。U.S. Department of State, The State Department Policy Planning Staff 
Papers, 1947-1949. (3 vols.) (Anna K. Nelson ed. with a Foreword by George F. Kennan, Garland, New York, 1983( 以下
PPS Papers と略 )，の序文を参照のこと。
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際連合の役割を見定めている。国連は拒否権があ
るがゆえに大国間の戦争に対する安全を提供でき
ないとして，敵国からの攻撃に抵抗し反撃すると
いう意志と能力を明確に示すことが唯一の抑止力
であるとし，軍事力を保持することの重要性を強
調している 20。また英連邦防衛の中心的要件とし
て英本国防衛の重要性を説き，英連邦の一体性と
協力を維持することが必須であるとされた。世界
平和に対するあり得べき脅威として，やや抑えた
表現ながら「ロシアとの戦争の可能性を排除でき
ない 21」としてソ連との戦争の可能性を念頭に置
いて防衛政策を立案する必要性が明確に述べられ
ていた。しかし西ヨーロッパ諸国の力を結集して
も地上戦でロシアに対抗することは不可能であり，
アメリカ合衆国だけが戦略バランスを民主主義諸
国にとって優位にする力を持っているとされてい
た。アメリカの人的および産業資源と，大量破壊
兵器すなわち原爆の開発における優位が鍵であっ
た。ロシアの膨張はヨーロッパと中東に向けられ
ていたが，ロシアが容易に膨張することができ，
しかも英連邦の利益を最も害することができる地
域が中東であった。したがって英連邦全体を保持
するためにも中東の防衛が最優先であると考えら
れていた 22。
　第二部「英連邦防衛戦略」では，原爆の出現に
よって戦争の初期段階で守勢に立ちながら自国の
力を結集するという戦略をとる余裕がなくなった
との認識が示され，平時から高水準の即応態勢を
維持し，戦争の初期段階を切り抜けることが最重
要であるとされた。戦略の基本的要件として，（a）
英本国の防衛とその攻勢戦略のための基地として
　イギリスが第二次世界大戦後に初めて策定した
世界戦略は，1947 年 5 月に政府内で一応承認さ
れた「総合的戦略計画（Overall Strategic Plan）
（DO（47）44）」(OSP-1947) であった。この文書
は第二次世界大戦後の世界情勢を考慮し，英国政
府内での議論を経て立案されていた。だがこの時
点では，アトリー (Clement Attlee ) 首相もベヴィ
ン (Ernest Bevin) 外相もソ連を仮想敵国として政
策を立案することには依然として慎重であったと
言われる 16。ベヴィン外相を中心として，イギリ
ス政府がソ連との間で何らかの合意を達成しよう
とする努力を最終的に放棄するには，1947 年 12
月にロンドンで開催された米英ソ仏外相理事会の
決裂を待たなければならなかった 17。だがイギリ
ス参謀本部は既に 1946 年からソ連を仮想敵国と
して大まかな作戦計画を立案するようになってお
り，英帝国維持の要衡として中東地域の防衛を重
視していた 18。1947 年 3 月，参謀本部の将来計
画課（the Future Planning Section）が提出し
た報告書は，アメリカからの援助を受けなければ
西ヨーロッパの防衛は不可能であるとするもので
あり，この報告書が「総合的戦略計画」(OSP-1947)
の基礎になったと言われている 。この「総合的
戦略計画」(OSP-1947) は，1947 年 6 月から 1950
年 5 月まで，約 3 年間にわたってイギリス防衛政
策の指針となっていたのである 19。
　「 総 合 的 戦 略 計 画 」 は，「 英 連 邦 防 衛 政 策
（Commonwealth Defence Policy）」 と「 英 連
邦 防 衛 戦 略（The Strategy of Commonwealth 
Defence）」の二部から構成されていた。第 1 部「英
連邦防衛政策」では，まず国際関係が分析され国
16　Baylis, Ambiguity and Deterrence, pp. 61-62.
17　Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 62.
18　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 80, pp. 82-84.
19　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 84.
20　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 135.
21　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 135-136.
22　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 137-138.
16 
れていなかったのである。
　第二の問題は大陸部の西ヨーロッパ諸国に対す
るイギリスの政治的誓約と軍事政策との間に存
在していたギャップである。イギリスは 1947 年
3 月 4 日にフランスとダンケルク条約を結び，復
活したドイツによる攻撃を受けた場合に，協力
してこれに対処するという同盟に合意した 26。ま
た 1948 年 3 月 17 日にはフランス及びベネルクス
三国とブラッセル条約を結び，やはり復活したド
イツによる攻撃に備えた同盟を形成した 27。だが
この西欧同盟は，名目的には復活したドイツに対
処するものとされていたが，実質的にはソ連を念
頭に置いたものだったのである。したがって西欧
同盟に調印した諸国は，ヨーロッパの大陸部でソ
連軍の西進を食い止めることになるはずであった。
ところがダンケルク条約についてはもちろんのこ
と，ブラッセル条約についても，イギリス参謀本
部は非常時に英地上軍を欧州大陸に派遣すること
には消極的であった 28。一方でイギリスは 1948
年 4 月ごろまでに，アメリカと緊急作戦計画を共
有するに至っていた。その 4 月にワシントンを訪
問したイギリス参謀本部の統合計画担当者は，ア
メリカ側担当者と，非常事態発生の場合には地上
部隊を欧州大陸から撤収するという作戦計画につ
いて合意していたのである 29。さすがに英政府閣
議は，外交政策に沿った形に軍事計画を修正する
よう参謀本部に指示したが不十分なものであっ
た。イギリスの「ダブルクイック（Doublequick）」
作戦（アメリカ側の「ハーフムーン（Halfmoon）」
作戦）は改定され，「敵側に追い払われるまで」
ライン河の線で英地上軍を保持して防衛にあたら
の発展，（b）必要な海上交通路の支配，（c）中東
を強固に確保し同地域を攻勢戦略の基地として発
展させる，という三つの柱が提起されていた 23。
　概略以上のような内容を持つ「総合的戦略計画」
であったが，この文書が成立した時期の状況を考
慮すると少なくとも三つの基本的問題があったと
考えられる。第一にこの文書が極めて重視してい
た核兵器について，イギリスはまだそれを自国で
保有するには至っていなかったことである。「総
合的戦略計画」は「新兵器の意義」として，原爆
が人口密集地や経済的に重要な目標に使用される
ことによって，迅速かつ決定的な結末が得られる
可能性が出てきたこと。また意味のある防御が不
可能であり，その状況が少なくとも十年は続くと
考えられること。奇襲攻撃の可能性が大きくなり，
海上交通路への脅威が以前にもまして大きくなる
ことなどを指摘していた 24。そのうえで，勝利を
達成するか敗北を回避するためには大量破壊兵器
を使用することが必要不可欠であるかもしれない
とし，また自国に対する原爆の使用を防止するた
めには，同様の兵器が敵国に対しても大規模に使
用されるかもしれないという証拠をイギリス側が
示さなければならないと，明確に核抑止論の立場
を打ち出していた 25。
　このように核兵器の存在を重視しながらも，イ
ギリス自身は核を保有していなかったのである。
もちろんイギリスはアメリカが核兵器を使用する
ことを期待していたのであるが，ではどのように
したらアメリカ側がイギリスの期待に沿うような
形で核抑止を発揮し，必要な場合にはそれを使用
してくれるのかという点については，何も述べら
23　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 143-144.
24　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 139.
25　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 141.
26　ダンケルク条約については，Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 131-133 を参照せよ。
27　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 152-156.
28　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 84, pp. 86-87.
29　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 87.
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を実施するために英本国や中東に空軍基地を設置
する必要性が強調されていた。第三に仮想敵国で
あるソ連の持つ有利な諸要因と弱点とが分析され
ていた。人的資源と天然資源の豊富さ，共産党支
配の有利な点が指摘されるとともに，国民の教育
水準の低さ，輸送体系の脆弱性，石油生産が不十
分であるだけでなく生産施設が戦略的に不利な地
域に置かれていることなどが指摘されていた。第
四に，イギリス本国，中東，ヨーロッパなど，地
域別の戦略的重要性が明確な優先順位に基づいて
検討されていた。帝国の維持という政治的理由と，
戦時における対ソ連攻撃基地になるという意味が
十分認識され，英本国の次に中東が重視されてい
た 33。
　このように「総合的戦略計画」はその名にふさ
わしく，政治的，軍事的，地理的な諸要因を相互
に関連させて，まとまった分析を示していた。ま
た同時に原爆という新兵器の意義を，やはり政治，
軍事，地理的要因と絡めて検証していたのである。
一つのまとまった文書の中で，様々な要因を相互
に関連させて分析し，追及すべき政策を提示して
いることの意義は大きかった。そして 1947 年か
ら 1950 年 5 月まで，この「総合的戦略計画」は
イギリスの軍事外交戦略の指針となっていたので
あった。同じ時期にアメリカがこれと同種類の政
策文書を持っていなかったことを考えると，包括
的な世界戦略の立案や形成に関しては，イギリス
のほうが発達していたと言わざるを得ない。
　しかし言うまでもなく，戦略の立案や形成が発
達しているということと，その戦略が円滑に実施
されるということは，自ずと別問題である。「総
合的戦略計画」で示されたようにイギリスが欧州
せることにしたが，援軍は派遣しないことになっ
ていたのである 30。この間イギリス軍内で，西ヨー
ロッパ防衛のためにイギリスが地上軍の派遣を含
めて，しかもできる限り東寄りで防衛線を引くよ
う主張していたのは，モントゴメリー（Bernard 
Montgomery）元帥だけであった 31。
　第三の問題は，この第二の問題と密接な関係が
あったのであるが，イギリス参謀本部が西ヨー
ロッパよりも中東の防衛を重視していたことであ
る。「総合的戦略計画」が明確に述べているように，
イギリスは中東防衛を重視するべきであるという
伝統的な帝国防衛戦略の考え方から脱却できてい
なかったのである。この「総合的戦略計画」を研
究したジョン・ベイリスの表現に従えば，同「計
画」はイギリスの古典的な周辺戦略もしくは海洋
戦略であり，「エリザベス朝的あるいは後期ヴィ
クトリア朝的戦略 32」でしかなかったのである。
　以上のように三つの問題点を抱えていた「総合
的戦略計画」であったが，国家戦略を策定すると
いう目的からの視点に立てば，包括的な分析と検
証がある程度まで行われているという点で重要な
政策文書であった。第一に第二次世界大戦後の国
際政治状況を反映して，ソ連に対しては西欧諸国
だけでは対抗できず，アメリカの支援が必要であ
ることが認識されていた。つまり国際政治におけ
る「力の分布（distribution of power）」が変化
してしまっていることが自覚されるとともに，イ
ギリス本国自体の脆弱性が高まっていることが指
摘されていた。第二に原爆という新兵器の性質が
分析され，それが戦争に与える影響について検証
されていた。抑止力としての機能を持つ点が指摘
されるとともに，原爆を使用する対ソ連空軍戦略
30　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 87-88.
31　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, pp. 85-88.
32　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 90.
33　DO(47)44(OSP-1947), Baylis, Diplomacy of Pragmatism, Appendix 2, pp. 136-137, p. 139, pp. 140-142, pp. 144-147.
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構想は，英国外務省内部でも十分な支持が得られ
なくなっていく。1949 年 2 月，外務省内に事務
次官委員会（The Permanent Under-Secretary's 
Committee）が設置されたが，これはアメリカ
国務省の政策企画室のあり方に影響を受けたも
のであり，長期的な視点から外交戦略を立案す
ることを目的としていた 35。事務次官委員会を中
心にして英国外務省高官たちは，内外の情勢と
英国の力量を勘案し，「第三勢力」よりも「米英
同盟」を重視するようになっていく 36。1949 年 5
月 9 日，事務次官委員会は「第三の世界大国か西
側の強化か（A Third World Power or Western 
Consolidation）」 と 題 す る 覚 書 を“PUSC(22)
Final”として承認したが 37，その後 7 月 7 日に
開催された経済政策委員会でこの覚書は否決され
放棄されていた 38。これは同年秋にワシントンで
開催された，米英カナダ三国経済金融会議に備え
てのことである。その後 10 月 18 日にベヴィン外
相が上記の文書（PUSC(22)Final）を“CP(49)208” 
として閣議で回覧したが，それはあくまで情報の
提供として行われたのであり，その文書が議論さ
れることはなかったとされている 39。
　だが 1950 年春以降，米英仏三国外相会談の
開催が決まると政府内で改めて検討されたため
か，「第三の世界大国か西側の強化か」（PUSC(22)
Final）は同会談へのイギリス代表団向け調書と
して，4 月 19 日付で『イギリス外交文書集』に
収録されている 40。また 5 月 5 日の，おそらくは
閣議において，ドルトン (Hugh Dalton) 蔵相が「ア
大陸から距離を置き，帝国維持の視点から中東を
重視する戦略を形成したことの背景には，ある
一つの巨大な幻想が存在していた。その幻想と
は，少なくとも 1949 年までイギリス外交関係者
の間で少なからず共有されていた「第三勢力論」
という幻想である。1950 年に世界戦略の再検討
が行われるが，その直接的契機となったのは，ア
メリカの場合と同じくソ連の原爆保有と中国にお
ける共産党政権の誕生であろう。いわばこれらは
外的要因である。イギリスの場合これら二つの契
機に加えて，世界における自国の立ち位置を省察
した，いわば「内的」な要因も作用していたと思
われる。それが「第三勢力論」の克服，もしくは
その放棄であった。「第三勢力論」に基づく政策
を積極的に推進しようとしたのはベヴィン外相で
あった。ベヴィンは 1948 年初頭から「西欧連合
(the Western Union)」形成の必要性を主張して
いた。この主張がやがて北大西洋条約の成立につ
ながるのは周知のことであるが，実際の歴史的過
程は必ずしも直線的な発展ではなかった。ベヴィ
ン外相が「西欧連合」を主張していたのは，西欧
諸国とイギリスが一体化し，それに英帝国の影響
力が残るアフリカや中東を連携させることにより，
米ソの影響力から独立した「第三勢力」を築くた
めだったのである。もとより何らかの形でアメリ
カからの支援を受ける必要性は消えなかったが，
アメリカから一定の支援を受けつつも距離を置き，
独自の外交戦略が可能となる権力基盤を確立しよ
うとしたのである 34。だがこのようなベヴィンの
34　John Kent and John W. Young, “The ‘Western Union’ concept and British defence policy, 1947-8,” in British 
Intelligence, Strategy and the Cold War, 1945-51, ed. by Richard J. Aldrich ( 以下 Aldrich, British Intelligence と略 ), (Routledge, 
London,1992), pp. 170-175.
35　Richard J. Aldrich, “Secret intelligence for a post-war World: reshaping the British intelligence community, 1944-
51,” in Aldrich, British Intelligence, pp.22-23.　細谷「冷戦時代」，111 ページ。
36　細谷『イギリス外交』，175-183 ページ。
37　DBPO, Series II, Volume II, p. 54, fn. 1.
38　DBPO, Series II, Volume II, p. 228.
39　DBPO, Series II, Volume II, p. 54, fn. 1, p. 228.
40　DBPO, Series II, Volume II, pp. 54-63.
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許されるであろう。しかし「第三勢力論」もそ
れに対応した「総合的戦略計画」(OSP-1947) も，
英帝国が昔日の権力をやがては回復できるはずだ
という巨大な幻想に基づく構想でしかなかったと
いう点で一致していたのである。　
Ⅱ　イギリス世界戦略の成立
　イギリスが「総合的戦略計画」(OSP-1947) の
修正に着手し始めたのは，1949 年に北大西洋条
約が調印されてからであった。同年 4 月 20 日の
参謀本部の会議において，陸軍参謀総長スリム
（Slim）がその見直しを提起したのである。だが
この時点では，参謀本部内で修正の合意を得る
に至らなかった。イギリス参謀本部が OSP-1947
の再検討に合意したのは 10 月に入ってからであ
る。やはりこれにはアメリカの場合と同様，ソ
連の原爆実験の成功が大きな影響を与えている 43。
10 月 21 日，イギリス参謀本部はブラッセル条約
及び北大西洋条約の調印とソ連の原爆実験という
事態の進展に対応して，防衛政策すなわち「総合
的戦略計画 (DO(47)44)」(OSP-1947) を修正する
ことに合意し，統合計画立案課 (Joint Planning 
Staff) に対して草案の作成を指示した 44。これに
応えて同課は，12 月 16 日に「将来の防衛計画」
と題した「総合的戦略計画」の修正版を参謀本部
に提出したが，この修正版は「総合的戦略計画
(DO(47)44)」(OSP-1947) の骨組みには手を付けず，
部分的に西欧重視の文言などを挿入しただけの不
十分なものであった 45。参謀本部は，この修正版
メリカ資本主義とロシア共産主義との中間に位置
する」第三勢力を目指すべきだと発言していた 41。
したがってこの「第三勢力論」は，1950 年に至っ
てもイギリス政府の一部に依然として残っていた
と言わなければならない。ただし「第三の世界大
国か西側の強化か」という文書の内容自体は，明
確に「第三勢力論」を否定し，アメリカとの緊密
な協力関係を基礎にして西欧諸国の統合と強化を
図り，それに合わせて英連邦全体の結束を推進し
ていくというものであった。注目すべき点は，イ
ギリスの重視する英連邦諸国の結束が，第三勢力
になる場合よりも西側の強化の方向に進んだとき
により強固になり，またその中で英本国がアメリ
カとの協力関係を維持することによって，全体と
してより大きな役割を果たすことができると認識
されていたことである。英連邦は単独では米ソと
並ぶ強固な力となることはできないが，ソ連に対
抗する中でアメリカと協力するときにこそ大きな
影響力を持つことができるという論理が展開され
ていた。それはまた，アメリカ側もソ連に対抗す
るためにはイギリス本国はもちろん英連邦や西欧
諸国との協力を必要としているという，醒めた認
識に裏打ちされていたのである 42。
　こうして「第三勢力論」は放棄されていくの
であるが，それが直接どのような影響を「総合
的戦略計画」(OSP-1947) に与えていたかは断定
することができない。ただし「総合的戦略計画」
(OSP-1947) が英帝国の維持を重視し，その観点
から中東防衛を最重要視していたことは，その内
容の点からして対応関係にあったと考えることが
41　DBPO, Series II, Volume II, pp. 227-228.
42　“A Third World Power or Western Consolidation,” PREM8/ 1204, National Archives, Kew, London, UK (hereafter 
cited as NAUK), pp. 5-6, また DBPO, Series II, Volume II, pp. 60-63. 既に第二次世界大戦終盤にはアメリカ政府内に英帝国の急
速な弱体化は対ソ関係上望ましくないという認識が生まれていたという指摘もある（益田実「第二章　第二次世界大戦とイ
ギリス帝国」，『世界戦争の時代とイギリス帝国』佐々木雄太編著（ミネルヴァ書房，2006 年）所収，83 ページ。
43　John Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 178, note 73 and Idem, Ambiguity and Deterrence, pp. 99-100.
44　DEFE6/10, JP(49)124(S)(T of R), 21st October, 1949, NAUK.
45　DEFE6/10, JP(49)124(Final), 16th December, 1949, NAUK
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と戦時を明確に区別して政策を検討しているのが
この文書の特徴であり，地理的にはヨーロッパ，
中東，インド亜大陸，東南アジアと極東という順
序で平時および戦時の政策や戦略が検討されてお
り，まさに世界戦略の名にふさわしい視点に立っ
ている。「冷戦は本質的に世界大のもの」であり，
「例えば極東での出来事が西ヨーロッパの出来事
と同等の重要性を持つかもしれない」という何と
も暗示的な表現を見出すこともできる 52。
　これ以後イギリス参謀本部は，この「同盟国の
防衛政策と戦略 (JP(49)172 Final)」をたたき台に
して世界戦略の再検討作業を進めていくことに
なる。この作業の過程で 3 月 23 日，参謀本部は
戦後初めて戦時に英地上軍をヨーロッパ大陸の防
衛に関与させるという決定を下した。ただしジョ
ン・ベイリスによれば派遣予定の部隊はわずか 2
個師団であり，「その価値は政治的なもの」であっ
た 53。だが 1947 年に策定された「総合的戦略計画」
(OSP-1947) が欧州大陸よりも中東防衛を重視し
ていた方針を，いまや欧州大陸防衛の方針に転換
しようとしたのであり，実際の軍事的意義はとも
かく，戦略的な面では重要な変化であったといえ
るであろう。
　なおこの再検討作業の直前に，空軍参謀長が
テッダー (Arthur Tedder) からスレッサー (John 
Slessor) に代わった 54 が，スレッサーはこの作
業の中で重要な役割を果たしたようである 55。ス
レッサーは既に 3 月 6 日には「同盟国の防衛政策
と戦略 ( JP(49)172 Final ) 」に対する批判を提起
に満足することができず，同月 29 日，統合計画
立案課に対して「全く新しい文書 (a completely 
fresh papers)」を作成するよう改めて指示してい
た。この新しい文書は「世界的規模における同盟
戦略の根本的原則を定め」たうえで，イギリス本
国と英連邦がその戦略を実施する中でどのような
役割を果たすのかを明らかにすべきであった 46。
　統合計画立案課がこの指示に応じて新しい政策
文書を参謀本部に提出したのは，翌 1950 年 3 月
3 日であった。新しい政策文書は「同盟国の防衛
政策と戦略 ( Allied Defence Policy and Strategy 
)」と題された，本文と付録を含めて 44 ページか
らなる長文の文書であった。この文書は参謀本部
の指示に従って，まず西側同盟国の防衛政策と大
戦略を検討し，それに貢献するという形でイギリ
ス本国と英連邦の政策を立案していた。注目す
べき点は，「戦争は不可避ではない ( War is not 
inevitable )」という前提から，経済復興と冷戦
政策の活発な実施が大規模な戦争への準備より優
先されるべきである 47，という基本方針に基いて
作成されていたことである。そして第 1 部では世
界情勢が大雑把に検証され，マルクス・レーニン
主義という教義（ドグマ）に基いてモスクワが世
界を二つに分割したと，世界情勢の緊張の原因を
ソ連側に求めていた 48。そのうえで平時における
西側同盟諸国の防衛政策（第 2 部）49 と，戦時に
おける防衛政策と大戦略が検討され（第 3 部）50，
これらの政策や戦略に貢献する形でイギリスと英
連邦の政策が考案されている（第 4 部）51。平時
46　DEFE6/11, JP(49)172(S)(T of R), 29th December, 1949, NAUK.
47　DEFE6/11, JP(49)172(Final), cover letter, NAUK.
48　DEFE6/11, JP(49)172(Final), pp. 1-3, NAUK.
49　DEFE6/11, JP(49)172(Final), pp. 4-13, NAUK.
50　DEFE6/11, JP(49)172(Final), pp. 14-32, NAUK.
51　DEFE6/11, JP(49)172(Final), pp. 33-38, NAUK.
52　DEFE6/11, JP(49)172(Final), p. 8, NAUK.
53　Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 103.
54　Baylis, Diplomacy of Pragmatism, p. 89.
55　AIR75/116, NAUK のスレッサー文書には “Defence Policy and Global Strategy” の草稿が残されている。
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　この対独政策文書に対してスレッサーは極めて
批判的であり，そもそも西側防衛のためにドイツ
再軍備という手段を取ることが必要不可欠なのか
どうか，この文書では明確でないと指摘していた。
この時点でスレッサー自身が西ドイツ再軍備に対
してどのような態度をとっていたのか不明である
が，統合計画立案課の報告書に満足していなかっ
たことは確認できる 60。またこの間，アメリカと
の共同作戦計画である「ギャロッパ （ーGalloper）」
が参謀本部で策定されていたが，この対ソ作戦計
画は，開戦と同時にアメリカ戦略空軍がソ連に対
する戦略爆撃（原爆を含む）を行うことを必須の
要件とする一方，イギリス爆撃機部隊は爆撃機の
性能が劣るため，その対ソ戦略爆撃任務に参加で
きないことが明らかとなっていた 61。
　以上のように内外の情勢は否が応でもイギリス
の戦略的役割を規定しつつあった。また多忙な日
常的業務の中で世界戦略の再検討を行うことに
は，一定の限界があった。そこで陸海空各参謀長
たちは一時通常の業務から離れ，ロンドン郊外
ブラックネル所在の英空軍幕僚大学に集まって，
集中的に世界戦略の見直し作業に取り組むこと
になった 62。この作業は 4 月 11 日以降に開始され，
5 月 1 日に文書が完成し同 11 日に参謀本部によっ
て承認された。そして様々な修正を経た後，5 月
25 日に内閣防衛委員会で承認された 63。これは
奇しくも朝鮮戦争勃発の 1 ヶ月前のことであった。
　こうして成立したのが「防衛政策と世界戦
略（Defence Policy and Global Strategy）
（DO(50)45）」64 で あ り， イ ギ リ ス の 研 究 者 に
していた。スレッサーは大体において同文書に同
意するものの，同文書が平時と戦時を截然と区別
し過ぎていること，戦略的優先順位が明確でなく，
あまりにも多くの問題を検討しようとして「最初
にすべきことを最初に（First things First）」と
いう原則が十分に貫かれていないこと，カギとな
るドイツ問題が十分検討されていない，などと批
判した。またこの戦略の再検討作業が，原爆開発
と「防御的科学兵器」[ 防空兵器 ] の開発のどち
らを優先するかを決定するという課題にも関連し
ていると指摘していた 56。
　統合計画立案課は前述した「同盟国の防衛政策
と戦略（JP(49)172 Final）」を 3 月 3 日に提出し
た後，同 15 日には「ドイツに対するイギリスの
政策の軍事的諸側面（JP(49)156 Final）」を参謀
本部に提出した。これは将来の対ドイツ政策に
関して，外務省から参謀本部に問い合わせがあ
り，それに応えるために作成されたものであった
が 57，この時期の参謀本部内の対ドイツ政策に関
する考え方を知るために格好の史料でもある。参
謀本部は世界戦略を見直す中で，軍事的には西部
ドイツの再軍備が必要であるとの認識を示す一方，
それが政治的には極めて困難であることを自覚し
ていた 58。同時にアメリカ軍部隊が西欧に駐留す
る必要性をも認めていたが 59，既に見たように 3
月 23 日には参謀本部は英地上軍を西欧防衛にコ
ミットさせるという決定を下したところから見て，
この決定は米軍部隊の駐留を前提に，もしくは米
軍のコミットメントを促そうとしていたのかもし
れない。
56　AIR75/116, Memorandum by Slessor, 6th March, 1950, NAUK.
57　DEFE6/11 , JP(49)156 Final, “Military Aspects of United Kingdom Policy towards Germany,”Cover Letter.
58　DEFE6/11 , JP(49)156 Final, p. 7.
59　DEFE6/11 , JP(49)156 Final, p. 7.
60　AIR75/116, [To] D. Plans [From] CAS[Slessor], 20th March, 1950, NAUK.
61　Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 95, p. 117
62　AIR75/116, [To] S of S [from] CAS, 11th April, 1950, NAUK; Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 104.
63　AIR75/116, [To] S of S [from] CAS, 11th April, 1950, NAUK; DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 411, fn. 1.
64　DBPO, Series-II, Volume-IV, pp. 411-431.
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Ⅲ　米英世界戦略の比較分析
　以下では NSC-68 と GSP-1950 の内容を比較検
討していくが，前者の内容については既に別のと
ころで検証したことがある 68 ので必要最小限の
記述に止め，後者の内容にやや比重をおきながら
議論を進めて行きたい。また GSP-1950 の内容に
ついては，わが国の学界ではまだ十分知られてい
ないように思われるので 69，その欠を補う意味も
ある。
　まず NSC-68 と GSP-1950 の共通点であるが，
どちらもクレムリン指導下の共産主義運動が世
界支配を目指している点を挙げている。NSC-68
は，クレムリンが全ての対抗勢力の破壊や従属を
目指し，「現段階では」ユーラシア大陸の支配を
目論んでいる 70 と「地政学」的な見方も導入し
ているのに対し，GSP-1950 はソ連の目的を単純
明快に「モスクワに支配された共産主義世界」71
の樹立であるとしている。このような認識を前提
にして，二つの文書における第二の重要な共通点
は，西側が，あるいは米英各々が，これまでの政
策よりさらに積極的な政策を採らなければならな
いことを強調している点である。アメリカ側は「自
由世界の政治経済軍事的な力の急速な増強」72 の
必要性を訴え，イギリス側は「さらに一層攻勢的
な冷戦戦略の必要」73 を主張している。しかも従
来より積極的な政策を展開するうえで，軍事力の
よって「1950 年世界戦略文書（The 1950 Global 
Strategy Paper）」（以下本稿では GSP-1950 と
略す）と呼ばれる政策文書である 65。この文書の
成立とアメリカ側の NSC-68 の成立を比較する
と，時期的にほとんど同時に立案作業が開始さ
れ，その後の検討作業も同時並行的であった。た
だし正式な政策となったのはイギリスのほうが早
く，上で述べたように 5 月 25 日である（その後
アメリカ等に渡すため若干の修正作業があり，そ
れが改めて首相と内閣防衛委員会の承認を得たの
が 6 月 20 日である 66）。アメリカ側の NSC-68 と
それに関係する一連の文書がトルーマン大統領
によって承認されたのは，1950 年 12 月 14 日で
あり 67 イギリス側よりかなり遅れたものとなっ
た。『イギリス外交文書集』の記述から判断して，
GSP-1950 の対外通達版がアメリカに伝えられた
のは間違いないと思われるが，NSC-68 の成立と
GSP-1950 成立の間に何らかの相互関係があった
のか（すなわち検討作業推進の過程で相互に連絡
があったのかどうか等）否かは不明である。だが
1950 年 5 月ごろまで作業の時期が重なっていた
ことには留意すべきであろう。なおまた，NSC-
68 の立案を主に推進したのが国務省政策企画室
という文官の組織（国防省からの支援をうけた
が）であったのに対し，GSP-1950 は主に陸海空
三軍の参謀長という軍のしかも制服組の首脳部で
あった（その成果を内閣が承認するという手続き
であった）という違いがある。
65　John Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 104. 1952 年にも同様の世界戦略見直し文書が作成された。それが GSP-1952 であ
る。これについては別稿での検討を予定している。
66　DBPO, Series-2, Volume-4, p. 411, fn. 1.
67　U.S. Department of State, The Foreign Relations of the United States[hereafter cited as FRUS], 1950, Vol. I, pp. 467-468, USGPO, 
Washington D.C., 1977.
68　鈴木『「封じ込め」構想』第 9 章。鈴木健人「アメリカ冷戦外交における「力の立場」の論理とその限界：アチソン国務長官・
ニッツエ政策企画室長と NSC-68」，『情報コミュニケーション学研究』（第 8・9 合併号，2010 年）明治大学情報コミュニケー
ション学研究所。
69　細谷「冷戦時代」，106 ページ。
70　NSC-68, p. 6, RG 273, NAUS.
71　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 412.
72　NSC-68, p. 54, RG 273, NAUS.
73　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 413.
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各地域への政策を検討し，さらにこの地域間の優
先順位を明確にしている。イギリスはこのような
地域戦略を検証する過程で，従来のように中東を
最重要視する戦略から西欧を最重要視する戦略へ
の転換を果たしていた。軍事的に西欧防衛が最優
先事項であり，そのためには通常戦力の増強が必
要であり，かつまたドイツ問題に関する「現実的
な解決」が，西欧防衛の文脈から考察されている
78。この時点で既に，西ヨーロッパの部隊の枠組
みの中でドイツからの派遣部隊が形成されること
を最終目標として設定していた 79。これに対して
NSC-68 がドイツについて考察しているのは，西
ドイツの西欧への経済統合，ドイツの中立化とそ
の後のソ連支配の危険性，自由世界強化のために
日本やオーストリアと並んで西ドイツに対して米
国が単独行動をとる可能性の指摘などに限られて
いる 80。アメリカ政策立案者たちの主要な論点が
通常戦力の増強であったにも係わらず，その通常
戦力の増強で大きな貢献が期待できる西ドイツも
しくはドイツ問題について，十分な分析をしてい
ないのは不思議であり，重要な欠点であるといわ
ざるを得ない。NSC-68 の主要な論点が自国の通
常戦力の増強にあったため意図的に分析対象から
除外された可能性もあるが，それにしても国家戦
略の全体的再検討を意図した政策文書の中でドイ
ツ問題が正面から取り上げられていないのは，世
界戦略を立案するうえで大きな問題である。この
意味で NSC-68 の分析は不十分であったといわざ
るを得ない。
　第二の相違点はベイリスが正しく指摘してい
るように，イギリスはソ連との戦争勃発を必然
果たすべき役割を重視している点も見逃せない共
通点である。NSC-68 は「封じ込め」概念の中で，
「強力な軍事態勢の維持が必要不可欠」であると
し，「封じ込め」を「計算された漸進的威圧」の
政策であると定義している 74。GSP-1950 は，「冷
戦における究極的な成功のための必要不可欠な前
提は西側における十分な軍事的強さの発展」であ
り，「同盟国の冷戦政策は軍事的強さと関連付け
られるべき」だと主張していた 75。以上のように
この二つの文書は，厳しい対ソ認識，攻勢的政策
の必要性，軍事力の重要性，という三つの要素に
関して共通の認識を示していたのである。だがそ
の一方で，重要な見解の相違も現れていたことに
注目しなければならない。
　相違点の第一は，自国の戦略と他地域に対する
戦略の位置づけに関して，その文脈が異なってい
る点である。NSC-68 は確かに世界情勢を分析し
ているが，文書の中で展開されている政策の基調
は，あくまで米ソ二国間関係が中心であり，西
ヨーロッパの問題などはその米ソ二国間関係の枠
内で捉えられている 76。これに対して GSP-1950
は，英連邦も欧州大陸諸国も単独ではロシアと戦
うことが不可能であり，アメリカとの同盟を抜き
にして戦略を考えることはできないので，イギリ
スも欧州も個別的かつ単独的な戦略を考えること
は無意味であるとの前提から出発している。した
がって GSP-1950 は，まず西側同盟全体の戦略を
考察し，その全体戦略の中で英本国と英連邦がど
のような役割を果たすべきかという視点から戦略
を検討していた 77。この点と関連して GSP-1950
は，西欧，中東，極東（東南アジアを含む）など
74　NSC-68, pp. 21-22, RG 273, NAUS.
75　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, pp. 413-414.
76　NSC-68, pp. 17-20, pp. 29-31, RG 273, NAUS.
77　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 411
78　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 418.
79　GSP-1950, DBPO, Series-II, Volume-IV, p. 419.
80　NSC-68, p. 30, p. 36, p. 47, RG 273, NAUS.
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可能性を排除できないという段階である。だがソ
連側の限定的な原爆攻撃能力も，イギリスにとっ
ては決定的な打撃になり得るため，イギリスは効
果的な防空能力を獲得するとともに原爆の開発を
最優先しなければならない。
　次に第三段階であるが，GSP-1950 がこの段階
は実現しない可能性があると主張しているためか，
ベイリスはその著書の中では前の二つの段階しか
分析していない 85。無論 GSP-1950 自体はこの段
階を分析しているので，本稿でも簡単に検証して
おきたい。この第三段階が実現しない可能性があ
るのは，第二段階における西側の成功によって，
ソ連が共産主義による世界支配の達成は不可能で
あることを悟ると考えられたからである。軍事的
には，科学の発展によって防空能力が向上し，有
人爆撃機が時代遅れになる段階である。西側とソ
連がともに効果的な防空能力を持つことになると
西側の主要な抑止力（核による空爆能力）が失わ
れ，西側が軍事的に弱体化するので，改めて通常
兵力の増強を進めなければならなくなる。この段
階の中で西側は，「超音速の無人爆撃機かそのほ
かの手段」を開発して，原爆やその他の兵器をソ
連の中心部まで到達できるようにしなければなら
ないのである 86。
　歴史的に振り返ると，GSP-1950 のように第二
段階までしか実現しないと考えたのは楽観的に過
ぎた。冷戦は第三段階に入っても継続していたの
である。
　これに対して NSC-68 は，このような段階論で
はなく政策の選択肢を提示して優劣を比較検討す
るという方法を取っていた。すなわち第一のコー
と考えず，冷戦における勝利を最重要視してい
るのに対し，アメリカの NSC-68 は，あたかも対
ソ戦の準備であるかのような印象を受けるという
点である 81。イギリス側の GSP-1950 は，同盟国
の防衛政策を「冷戦」戦略と「熱戦」戦略に明確
に分けることはできないと主張し，そのうえで冷
戦に勝利することを最優先事項としているのであ
る 82。（なお改めて指摘するまでもないが，GSP-
1950 にこのような主張が見られるということは
同文書が「同盟国の防衛政策と戦略（JP(49)172 
Final）」をたたき台にして成立したことを物語っ
ている。この統合計画課の文書は平時と戦時を区
別して戦略を検討していた）。またやはりこの点
もベイリスが指摘しているのだが，GSP-1950 は
ソ連との相対的な軍事バランスのあり方に注目し
て冷戦を三段階に区分している。第一段階は抑止
の段階であり，西側が軍事的に弱体であるためソ
連は「いつでも大西洋まで行進できる」，つまり
西ヨーロッパを席巻する能力を持っているが，ソ
連側は自国の軍隊による西欧侵攻がアメリカとの
戦争になり，即座にアメリカから原爆による報復
を受けることを認識しているため，西欧侵攻を控
えるという段階である。この段階では西側は軍事
力強化に全力を傾注しなければならない 83。（こ
の点についてベイリスは NSC-68 の考え方と類似
していると主張している 84）。第二段階は，西側
の通常兵力が充実してソ連の西欧侵攻が困難にな
る段階である。この段階に入るとソ連もある程度
の原爆を保有することになるが，アメリカの「原
爆空軍力（atomic air power）」は依然として恐
るべきものであり，ソ連が決定的な打撃を受ける
81　Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 105.
82　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, p. 412.
83　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, p. 414.　
84　Baylis, Ambiguity and Deterrence, p. 105.
85　Baylis, Ambiguity and Deterrence, pp. 105-106.
86　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, pp. 414-415.
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1950 年から同 54 年までのソ連側の原爆保有数の
予測が示されている（19 ページ）など，イギリ
スの GSP-1950 に比較して核兵器に関する情報量
が豊富に含まれている。なお第 VIII 章以外のと
ころでも核兵器に関する記述が散見される点で
は GSP-1950 と同様であるが，やはり実際に原爆
とそれを運搬できる戦略空軍を保有していたアメ
リカのほうが，核兵器についての分析に関する
限りイギリスよりも進んでいたとの印象を受け
る。NSC-68 は，ソ連が 4 年以内に米国本土の重
要な中心地域に深刻な打撃を与え得る十分な量の
原爆を保有するに至るという評価を示したり，「原
爆戦争」の初期段階では奇襲攻撃が有利であるこ
となどを指摘している 88。また原子力の国際管理
問題についてもかなり詳細な分析を行っており 89，
これらの点はイギリス側の文書には見られないも
のである（イギリス側も国際管理については若干
考察しているが）。
　一方核兵器について米英の文書には重要な共通
点も見られる。それは西側すなわちアメリカが保
有している核兵器の優位が，ソ連に対する抑止力
になっているという認識である。
　GSP-1950 は 19 世紀の「イギリスの平和」が
イギリスの海軍力によってもたらされたのと同様，
「大西洋の平和（the Pax Atlantica）」は原子兵
器に依存していると主張していた 90。そしてもち
ろん対ソ戦が現実のものとなった場合には，空軍
の戦略爆撃機部隊のみがソ連本土に侵入できる軍
事的手段であり，また成功裏に戦争を終結させる
という望みをかなえる可能性を担保するもので
もあった 91。NSC-68 は，アメリカがソ連の戦争
遂行能力に対する強力な攻撃的航空作戦を行う能
スとして「現在の政策の継続」，第二のコースが
「孤立」，第三が「戦争」，そして第四が「自由世
界の政治的経済的軍事的な力の急速な増強」であ
り，この最後の政策方針を採用すべきであると強
く主張していたのである。なおこの米英の政策文
書は，いずれもソ連に対して予防戦争を仕掛ける
という選択を否定しており，それが共通点の一つ
となっている。
　第三の相違点は核兵器に関する記述である。実
は核兵器の存在については共通の認識を示してい
る点もあり，相違点といっても内容的に正反対の
主張を展開しているというわけではない。相違点
は各々の文書の中で核兵器に関する記述の占める
分量が異なり，それによって核兵器に関する分析
の深さが異なっているということである。GSP-
1950 が文書の中で核兵器それ自体を中心テーマ
として論じたのは，「核軍縮とその意味」と「熱
戦における同盟国の戦略に影響を与える一般的
考察」の二箇所であり，『英国外交文書集』に印
刷されている文書にして 2 ページ弱である（文書
の段落番号で第 16 節から第 18 節まで）。もちろ
んこれ以外のところでも核兵器や原爆空軍戦略な
どについて述べられている箇所も多く散見される
が，それは主要なテーマが同盟国の目的であった
り，先の第二の相違点として示した冷戦の段階論
などである 87。
　これに対して NSC-68 は，その第 VIII 章で「原
子力軍備（ Atomic Armaments ）」の問題を正
面から取り上げ 7 ページにわたって（一次史料
文書の 37 － 43 ページまで）核兵器の問題を検
討している。さらに第 V 章「ソ連の意図と能力」
では，ソ連の軍事的能力を評価するにあたって
87　たとえば Section-1, General の「目的（ The Aim ）」（ p. 412 ）の第 6 節や，先の段階論のところの第 13 節などである。
88　NSC-68, p. 37, RG 273, NAUS.
89　NSC-68, pp. 40-43, RG 273, NAUS. なおまた鈴木『「封じ込め」構想』，270-273 ページも参照のこと。
90　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, p. 416.
91　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, p. 417.
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前後に，国家安全保障会議がイギリスと英連邦の
問題を独立した一つの課題として検討した政策文
書も存在しない。この点はアメリカが世界戦略を
展開する上での重要な欠陥であったといって良い。
実際にアメリカは，同盟国としてはイギリスを最
重要視していたのであり，それが 1950 年 5 月に
行われた米英および米英仏外相会談に良く示され
ているのである。
結論
　アメリカ側の NSC-68 とイギリス側の GSP-
1950 を比較検討した結果として，まず最も注目
しなければならないことは，両文書とも従来の政
策の全面的な見直しの必要性を強調しているとい
う点である。これが 1950 年以降の冷戦の軍事化
をもたらす結果となったことは疑いない。既存の
研究は，米国の NSC-68 がその後の軍事化をもた
らしたと主張しているが，それだけでは不十分で
あることが明らかになった。米国とともに英国も
また軍事化を推進したのである。1950 年以降の
西側再軍備の推進力は，ひとり米国によるもので
はなく，米英同盟によって推進されたものであっ
た。北大西洋条約がその軍事機構を設置し，アメ
リカと西欧諸国が急速に再軍備を進めた政策の基
礎が，これら米英の政策文書だったのである。と
いうのも，政策の見直しの必要性から導き出され
た結論とは，従来よりも積極的な政策を推進する
必要があるというものであり，それは実質的には
軍事力強化の主張であったからである。つまり米
力を保持しているという自負を示しつつ 92，当面
のあいだ原爆による報復能力がアメリカやその同
盟国に対するソ連側からの意図的な軍事攻撃を抑
止するのにおそらく十分なものであろうとの見解
を明らかにしていた 93。ただし NSC-68 は，ソ連
側の原爆保有によってそのような抑止力が失われ，
またソ連による米国本土への核攻撃の可能性を予
想して，さらなる軍事力の増強が必要であるとい
う論理を展開していた（なお GSP-1950 も自国の
防空能力強化の必要性について強調していた 94）。
　NSC-68 と GSP-1950 に関する第四の相違点は，
後者（GSP-1950）がアメリカの重要性を強調し
米英の緊密な関係や西側同盟全体の戦略を重視し
ているのに対し，前者（NSC-68）では軍事外交
戦略におけるイギリスや英連邦の重要性を特別視
しているような記述がほとんど見られないという
ことである。この時期，すなわち 1950 年初頭から，
国務省だけでなく国家安全保障会議自体の中にも
英本国と英連邦を極めて重視する見解があった 95
ことを考慮すると，これは不可解であるといわざ
るを得ない。イギリスに関する記述は，軍事面ま
た経済面においても他の政策と同列に扱われてお
り，また政治外交面でもイギリスとの同盟を特に
重視すべきであるという見解は示されていない
（英帝国の弱体化に関する記述はある）。これは無
論イギリスと英連邦を重視しなかったということ
ではなく，NSC-68 が主に米ソ二国間関係に焦点
を合わせていることによるのではないかと思われ
る。その意味で第一の相違点と同様の問題を示し
ているのである。ちなみに NSC-68 が策定された
92　NSC-68, p. 32, RG 273, NAUS.
93　NSC-68, p. 38, RG 273, NAUS.
94　GSP-1950, DBPO, Series II, Volume IV, pp. 417-418.
95　Office Memorandum, From Robert Hooker and Robert Tufts to Paul H. Nitze, January 18, 1950, Subject: The NSC 
Study-“U.S. Objectives, Commitments, and Risks,” pp. 1-3, RG59 Records of the Department of State, Records of the 
Policy Planning Staff, 1947-53, Working Papers, Box 54, File: NSC 68, Jan. 1950-December 1950; Memorandum From 
Henry R. Labouisse, Jr. to Perkins, Subject: US-British Relations, February 27, 1950, RG59 Records of the Department 
of State, Decimal Files,  611.41/2-2750.
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　もう一つの相違点は，世界戦略における自国の
位置づけに関するものである。第二次世界大戦終
結時から英国側がはっきり認識していたように，
ヨーロッパの支配権はアメリカとソ連が握ること
になった 96。英国がかつてのような影響力を持ち
得ないことは認識されていたのである。したがっ
て英国が世界戦略を検討する場合でも，もはや自
国を西側権力の中心とすることはかなわなかった。
米国側の NSC-68 が指摘したように，権力の中心
がアメリカに移動してしまった以上，英国は自ら
を権力の中枢とする世界戦略を立案することは不
可能となっていたのである。それができるのはア
メリカの方であり，NSC-68 はその意味で世界的
な権力中枢としての米国が採用するべき戦略と言
う視点から政策が検討されている。これに対して
英国側の GSP-1950 は，まず西側世界全体が取る
べき戦略を見定めたうえで，それに英国がいかな
る貢献をするかという視点から政策が検討されて
いるのである。その意味で英国側は自律的な戦略
を考案するための権力的源泉を喪失してしまって
いたのであり，それを前提にして世界戦略が策定
されているのである。米国側は自国の強化だけを
考えれば良く，それを前提にして世界戦略を検討
すれば十分であったのに対し，英国側は米国から
の支援や，依然として保持していた世界的影響力
を生かしつつ，自国にとって可能な限り好ましい
戦略を立案せざるを得なかったのである。このよ
うな状況を端的に示したのが「第三勢力論」の放
棄である。GSP-1950 は，冷戦史の上で英国が独
立した権力中枢の地位を失ったことを示すもので
あった。1950 年代には依然として大国の地位を
維持するが，軍事的には米国を支援するパート
ナーの立場にならざるを得なくなったのである。
英の世界戦略の中で軍事力の占める比重を高める
ことが構想されていたのである。朝鮮戦争は，こ
うした米英の軍事力強化の方針が確定されようと
した時に発生したものであり，軍事化をさらに推
進し西ドイツの再軍備などが実現される触媒と
なったのであった。
　この点と関連して重要な共通点は，アメリカの
核の優位がソ連を抑止しており，核兵器が重要な
役割を果たしているという認識が示されていたこ
とである。米英を含めた西側全体の安全が，米国
の核の優位に依存しているという認識は，これ以
降も継続していくことになる。
　以上のような共通点とは異なり，NSC-68 と
GSP-1950 とのあいだで世界情勢の評価に関して
明確な相違を示している点も存在していた。それ
はソ連との戦争の可能性をめぐるものであった。
NSC-68 が明示的に対ソ戦発生の可能性を訴えた
わけではないが，ソ連の原爆開発の進展を踏まえ
1952 年を危機の年として設定するなど，文書全
体のトーンが対ソ戦に備える必要があるかのよう
であった。これに対して英国側の GSP-1950 は非
常にはっきりと冷戦に勝利を収めることを最優先
課題としていた。米英は新たな積極政策を取る必
要があることで一致し，しかもその積極策とは軍
事力強化を意味していたが，米英では軍事力強化
の戦略的意味が異なっていたのである。米国側は
場合によっては戦争が発生するかもしれないとい
うニュアンスを示しつつ軍事力を強化しようとし
たのに対し，英国側はあくまで「冷戦」のなかで
強力な軍事力が必要であるとの立場を取っていた
のである。米英は結果的に軍事力強化を推進した
が，その戦略的意義が異なるという意味で同床異
夢のうちに政策を展開していたことになる。
96　“Stocktaking after VE-Day”: memorandum by Sir O Sargent, Aug 1945, FO 371/50912, no. 5471, Ronald Hyam ed., 
British Documents on the End of Empire, Series A, Volume 2, The Labour Government and the End of Empire, 1945-1951, Part II, Economics and 
International Relations, HMSO, 1992, p. 297.
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